


住民拠点サービスステーションにおける事業継続の方針


１．安全確保 
・災害発生時には、顧客及び従業員の安全確保を第一に行動する。


２．給油の再開 
・安全確保を大前提に、給油の再開に向けた準備を進める。

・従業員の安否確認に努め、各従業員の個別の事情や、ＳＳの設備の損壊状況、津波や　　洪水等の災害のリスク、交通事情等を考慮した上で、出社及び業務継続の要否の判断を行う。

・ＳＳの建物、計量機、地下タンク、自家発電設備、ローリー等の物的被害について確認を行い、給油に支障を来すような被害があれば、給油設備施工業者等に対して、計量機等の点検、修理等を依頼する。

・従業員を確保でき、給油に支障を来すような物的被害がないなど給油可能な環境が　　整った場合は給油を再開する。また、停電の場合は、自家発電設備を稼働させて給油を再開する。

３．関係機関への連絡 
・安全確保を大前提に、関係機関への連絡を行う。

・「災害時情報収集システム」により報告を求められた場合には、被害状況等について報告する。

・石油商業組合に属する事業者にあっては、併せて、当該石油商業組合に対して、被害　　状況等について報告する。
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資源エネルギー庁 資源・燃料部　
石油流通課長　殿
	（給油所の運営者：品確法上の揮発油販売業者)
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住民拠点サービスステーションに関する誓約書


当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、住民拠点サービスステーションとして、下記の事項を遵守することを誓約いたします。
また、資源エネルギー庁（以下「当庁」という。）からの災害時における給油の再開に関する要請等に最大限対応することを承諾いたします。

記

（１）運営するＳＳの立地する都道府県内で震度５強以上の地震（当該ＳＳの立地地域における当該地震の震度が５弱以下の場合を含む。）、津波、噴火、台風、洪水等の災害が発生した場合又は当庁から要請を受けた場合は、国が整備するシステム等（以下「災害時情報収集システム」という。）により、速やかに被害状況等の報告を行うこと。
（２）運営するＳＳの従業員の事情、設備損壊等により事業継続が困難な場合を除き、「住民拠点サービスステーションにおける事業継続の方針（別紙２）」により地域住民、被災者等に可能な限り給油を継続すること。
（３）災害時において自家発電設備が正常に稼動するよう、平時から定期点検を行うとともに、毎年２回、稼動確認を行うこと。
（４）当庁の実施する「災害時情報収集システム」の報告訓練へ協力すること。
（５）当庁が、運営するＳＳについて、住民拠点ＳＳとして基礎情報（運営会社、給油所名、電話番号、住所等）を平時から公表することに同意すること。

○連絡先（災害時に住民拠点ＳＳの被害状況の確認等が可能な方（経営者、マネージャー）の携帯等の連絡先を登録してください。）
（１）メールアドレス(アドレスの右側に氏名及び所属を記載してください。)
	①
	
	

	②
	
	



（２）電話番号(電話番号の右側に氏名及び所属を記載してください。)
	①
	
	

	②
	
	



※緊急時の連絡先（災害時情報収集システムの報告対象者）として登録します。変更が生じた場合には当庁資源・燃料部石油流通課に報告すること。
※災害時情報収集システムの使用方法は、後日、別途ご連絡します。
※なお、個人情報については、当該システムの運用以外の目的に使用いたしません。
